
届出受理番号 算定開始年月日

※ 急性期一般入院基本料　「　４　」　　　　　　　　　　　　　　 (一般入院)第1066号 令和 4年10月 1日

※ 急性期看護補助体制加算

　２５対１急性期看護補助体制加算（看護補助者５割以上）

　夜間５０対１急性期看護補助体制加算

　夜間看護体制加算　

　看護補助体制充実加算　

※ 看護職員夜間１６対１配置加算　「　１　」 （看夜配）第84号 令和 4年10月 1日

※ データー提出加算　「　１　」　・　「　３　」　 （データ提）第276号 令和元年10月 1日

※ 療養環境加算 （療）第147号 平成24年 3月 1日

※ 療養病棟入院基本料　「　１　」　　　　 （療養入院）第223号 令和 4年 6月 １日

※ 療養病棟療養環境加算　「　１　」 （療養１）第170号 平成24年 9月 1日

※ 診療録管理体制加算　「　３　」 （診療録２）第316号 平成31年 3月 1日

※ 医師事務作業補助体制加算　「　１　」　 （事補１）第80号 令和 2年 4月 １日

※ 医療安全対策加算 「　２　」

　医療安全対策地域連携加算「２」　（加古川中央市民病院）

※ 感染対策向上加算 「　２　」

連携強化加算

サーベイランス強化加算

※ 患者サポート体制充実加算 （患サポ）第208号 平成26年 7月 1日

※ 入退院支援加算　「　２　」　　　 （入退支）第206号 令和 6年 7月 １日

※ 糖尿病透析予防指導管理料 （糖防管）第103号 平成28年 6月 1日

※ 糖尿病合併症管理料 （糖管）第178号 平成28年11月 1日

※ がん性疼痛緩和指導管理料 （がん疼）第228号 平成24年 2月 1日

※ 夜間休日救急搬送医学管理料   ・　注３規定する救急搬送看護体制加算 （救搬看体）第39号 平成30年 4月 1日

※ がん治療連携指導料 （がん指）第623号 平成24年 2月 1日

※ 薬剤管理指導料 （薬）第434号 平成24年 2月 1日

※ 医療機器安全管理料　「　１　」 （機安１）第135号 平成24年 2月 1日

※ 神経学的検査 （神経）第107号 平成24年 2月 1日

※ せん妄ハイリスク患者ケア加算 （せん妄ケア）第85号 令和 2年 4月 １日

※ 看護職員処遇改善評価料５０ （看処遇50）第6号 令和 4年12月 1日

※ 救急医療管理加算 （救急医療）第182号 令和 2年 4月 １日

※ 画像診断管理加算　「　２　」 （画２）第154号 令和 2年 7月 １日

※ ＣＴ撮影及びＭＲＩ撮影         （Ｃ・Ｍ）第543号 令和 2年 7月 １日

※ 心臓ＭＲＩ撮影加算　 （心臓Ｍ）第83号 令和 2年 7月 １日

※ 冠動脈ＣＴ撮影加算　 （冠動Ｃ）第100号 令和 2年 7月 1日

※ 無菌製剤処理料 （菌）第520156号 平成24年 3月 1日

※ 脳血管疾患等リハビリテーション　（　Ⅱ　）　　 （脳Ⅱ）第377号 平成25年 9月 1日

※ 運動器リハビリテーション　（　Ⅰ　）　  　 　 （運Ⅰ）第217号 平成25年 9月 1日

※ 人工腎臓　 （人工腎臓）第152号 平成30年 4月 1日

※ 人工腎臓　導入期加算　「　１　」 （導入１）第129号 平成30年 4月 1日

※ 透析液水質及び慢性維持透析濾過加算 （透析水）第61号 平成24年 6月 1日

※ 下肢末梢動脈疾患指導管理加算　（加古川中央市民病院連携） （肢梢）第161号 平成29年 9月 1日

※ 腹腔鏡下リンパ節群郭清術（側方） （腹リ傍側）第17号 令和 4年 4月 1日

※ 医科点数表第２章第１０部手術通則第１６号に掲げる手術

　胃瘻造設術（内視鏡下胃瘻造設術、腹腔鏡下胃瘻造設術を含む。）

※ 人工肛門・人工膀胱造設術前処置加算 （造設前）第75号 平成27年11月 1日

※ 麻酔管理料（　１　） （麻管Ⅰ）第129037号 平成29年10月 1日

※ 入院時食事療養（Ⅰ）・入院時生活療養（Ⅰ） （食）第119100号 平成24年 2月 1日

※ 酸素の購入単価 （酸単）第84603号 令和 5年 4月 1日

※ 外来・在宅ベースアップ評価料(Ⅰ） （外在べⅠ）第386号 令和 6年 6月 1日

※ 入院ベースアップ評価料５５ （入べ５５）第2号 令和 6年 6月 1日

（感染対策２）第34号 令和 4年 4月 1日

（胃瘻造）第71号 平成27年 4月 1日

令和　7年　1月　1日　現在

保険医療機関及び保険医療養担当規則に基づく院内掲示（近畿厚生局長への届出事項に関する事項）

施設基準名称

（急性看補）第222号 令和 4年 4月 1日

（医療安全２）第514号 平成30年 4月 1日


